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簿記教育の基本問題と eラーニングの効用
柴 健次
はじめに
教授者と学習者が同じ時間と空間を共有する教室における対面型授業に
対して，これまでも通信教育などの遠隔型授業が存在した。このような伝
統的な対面型授業や遠隔型授業における学習とは異なる eラーニングと呼
ばれる新しい学習法（同時に教授法）が普及してきた。
簿記教育においても eラーニングの効用が議論されるようになった。し
かし改めてここで簿記の基本問題を論じてみたい。理由の一つに， eラー
ニングの出現によって簿記が変化したわけではないから，薄記に関する教
授内容に変化はないと考えられるからである。それゆえ， eラーニングの
効用があるとすればそれは教授法・学習法における革新から生ずるものと
期待される。二つに，高度な企業経営ソフトやXBRLの出現によって実務
簿記が変化すれば，簿記の教授内容も更新を余儀なくされる。私の最大関
心事は，簿記の教授内容と教授法・学習法の関係にある。
簿記教育の基本問題は大きく 2つに分けて考察するのが便利なようだ。
第ーは，教授内容にかかわる問題である。第二に，教授内容を所与として
教育環境を変化させたときの教授法・学習法の問題である。この 2つの問
題は日本簿記学会において私が参加した 2つの研究部会が取り上げた課題
である。すなわち， 日本薄記学会の2001年度ー2002年度簿記教育研究部会
報告『簿記教育における実験的アプローチの有効性』（柴健次部会長，
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2002年9月提出，以下，第一報告と略す）が教授内容の問題を研究し，同
じく2003年度ー2004年度簿記教育研究部会『簿記教育における E-
learningの有用性に関する研究』（木本圭一部会長， 2004年8月提出，以下，
第二報告と略す）が教授法・学習法の問題を研究している。
これら先行する二つの研究報告は部会メンバー全員の共同成果であり，
学会時に報告書として公表済みであることから，ここで改めて披露する必
要性はない。しかし，両報告において私の個人的見解を十分に示しえなか
った点やその後に議論が深まったこともある。そこでこの際，簿記教育の
基本問題と eラーニングの効用という論題で現時点における私の見解を整
理し，今後の研究につなげたいと思う。
1 簿記の教授内容
(1)教授内容と教授法
本稿では教育が教授内容と教授法から成ると単純化する I)。その際，便
宜的に．教授内容は学問におけるパラダイムシフトが起きない限り当面は
不変であると考えておく。それに対して教授法は極めて多様である。不変
の教授内容が可変の教授法2)を介することによって学習者に幅のある効
果を生み出す。それゆえ意識して教授法を変更することが学習効果を高め
る可能性は十分にある。さらに教授内容と教授法が同じであっても学習者
が異なれば学習効果に差が出る”。学習者の個性を意識して教授法を変更
1)教育を構成するすべての要素のうち教授内容以外の一切をここでは教授法と呼ん
でいる。属人的な教授法は教授その人と切り離せないので教授法即教授になる。そ
の他．教授内容を載せる器としての教科書など教材の出来・不出来さえも教授法に
なる。
2)現実には教授内容に対する合意が十分でない場合に可変の教授内容が可変の教授
法を通じて教授される結果として学習者の混乱を生み出している。
3)学習意欲や向き・不向きなどの変数が該当する。
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するという所作さえ教授法に含まれるかもしれない 4)。これらを想定する
とき eラーニングも多様な効果を生み出しうると言えそうである。
簿記に関して教授内容が不変という場合，その不変部分について私は簿
記の変わらぬ本質とそれを理解するための基礎知識を指している。会計基
準の改廃により変動しうる会計制度を簿記教育に反映させるのは当然のこ
とであるが，それでも簿記の基本概念に変化がない限り教授内容は不変で
あると考えている。その意味では，複式簿記が完成して以来現在に至るま
で簿記教育の基本は複式簿記を理解させることにある。
すなわち第一報告において私は普遍的な教授内容を特定できるという立
場から出発している。具体的には複式簿記の本質とその構造である。その
内容をどのように教授すればよいか， どうすれば学習効果すなわち教育効
果が上がるかに関心を抱いた。しかしながら議論を重ねていくうちに，教
授者の考える教育効果と学習者の考える学習効果に違いがあるのみなら
ず，教授者も学習者も共に自身が想定している効果に対する誤認があるこ
とに思い至った＼
ここに認識のずれや誤認は，たとえば，教授者がいだく学習者の弱点と
学習者自身がいだ＜弱点が違うという事実や，両者が想定する弱点項目が
実際に試験を行うと高い正解率となる（その逆もある）といった事実によ
って証明される 6)。それ以外にも，大学では理論に重点を置いた教育が行
われ，高校では計算に重点を置いた教育が行われるという一般的見方があ
るとすれば，教授者間（大学の先生と高校の先生の間）にも学習者に対す
4)学習意欲に乏しい者に学びの楽しさを教えることができればそれは教授法と言え
るかも知れない。
5)ここでいう効果には，マイナスの効果すなわち学習による理解度が高まりにくい
ということ，すなわち学習上の弱点を含む。私たちはもっぱら弱点に関する認識の
ずれに焦点を合わせた。これが第2節で説明する認識の正誤アプローチによる研究
につながった。
6)第一報告においてはもっぱらこうした認識のずれや誤認を明らかにすることに専
念した。
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る認識のずれがあることの証明となる。
(2)教授内容としての複式簿記
簿記教育における教授内容は複式簿記であることを否定するものはあま
りいない。しかし複式簿記の何を教授するのかという議論になると意見は
百出する。すなわち，複式簿記の生成•発展を歴史的に講ずること，複式
簿記の形式的意義（単式簿記との相違を含む構造上の意義）を講ずること．
複式簿記の社会的意義（会計利益など現時点での会計制度の要請を反映し
た場合の簿記の意義）を講ずること，検定試験や資格試験の頻出問題を講
ずることなど人それぞれに重点の置き所が異なる。
複式簿記に関して教授者に依存しない不変の教授内容と．教授者に依存
して変わりうる教授内容は識別できると私は考えたいのであるが．そうは
簡単に整理できそうにない。その理由としては．教授者に依存しない不変
の教授内容というものが．実は教授者ごとに異なるのである。すなわち．
教授者の数だけの理論簿記が存在するのである。ところが，異なる独自の
理論を持つ教授者であっても，検定試験で出題されるようなごく一般的な
やさしい問題に対しては模範解答を支持し．また学習者にそのような模範
解答に至るように誘導することも多いと考えられる。理論が違っても解法
や正解が同じだというのはとても不思議である叫
かかる不思議を追求しないことにしても．教授者は自己の理論を教える
べきか，不思議と変わらない解法を教えるべきかで悩みが生ずる。私は，
初学者に対しては変わらない解法を教授し．中・上級者には私の簿記理論
を教授することにしている。とはいえ誰が教えても変わらぬ解法を理屈な
しに理解させるのはきわめて難しいので．どうしても一定程度の理論的説
明が必要になる。これは大学における簿記教育に見られる一般的傾向であ
7)こういう事態が起きること自体が理論の脆弱性を示しているかもしれない。これ
を検定試験の弊害だと説明することはたやすいが，理論の意義の再考にもつながる
現象である。
薄記教育の基本問題と eラーニングの効用（柴） (527) 63 
る。
論語やコーランを引き合いに出すまでもなく，子供にはひたすら暗記を
させ，長じた後にその意味を教えるという古の教授法だってある。簿記は
丸暗記だという教授法もあながち否定できない。それを認めるにしても，
丸暗記させる内容は後に簿記の本質等の理解につながるものでなければな
らない。そこが問題である。
(3)複式簿記の形式に関する私論
ここでは簿記の本質を考察するために，複式簿記を形式面から説明して
みる。
私有財産制度を前提とするとき簿記は何より財産計算に資するものでな
ければならないと私は考えている。会計史研究の成果に関係なく，論理必
然的な歴史観を展開することが許されるとして，私たちの世界では資産の
会計がまず成立する。ついで信用経済への移行を加味すると，他人の財産
であるはずの支払手段（現金等）が自己の財産として利用可能になると共
に自己の財産の将来における流出が確実になる。このことから負債の会計
が成立する。
本節の議論においては，資産と負債の増減に関する勘定記録がなぜ左右
反対になるかは重要ではない。重要なことは，資産と負債の差額を認識す
ることである。左右反対記帳を採用しなくても個々の資産と負債の残高は
確定できるし，それゆえ資産総額と負債総額の差額も確定できるからであ
る。多くの経理ソフトや最新のXBRLなどは表示レベルにおいては伝統的
な記帳方式や財務諸表の様式を踏襲しているけれども，社会的な支持さえ
あればいつでも新しい方式を提案できるという意味で，伝統的簿記の呪縛
から自由を勝ち取る運動の象徴ですらある八
8)紙という制約された世界の中で編み出された複式簿記にあっては取引の認識から
財務諸表の作成に至るまで一定の記帳ルールが守られているが．デジタルの世界に
あってはデータがどのように保存されていてもモニターには紙時代の慣れ親しん／
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資産も負債も多くの種類があるので，記録場所である勘定は複数になる
（あるいは帳簿が複数になる）。実際に複数の資産勘定（または帳簿）と複
数の負債勘定（または帳簿）が独立して存在しうる。これは単式簿記であ
る9)。しかし，すべての勘定記録が有機的に結びつくと利便性が格段に増
す。その結合方法こそ複式簿記の本質である。
その本質は，すべての勘定記入の相手勘定たりうる特定勘定を導入する
点にある。企業簿記の常識ではこの特定勘定は資本勘定となるのだが，理
論の汎用性を求めるならば特定勘定を正味財産勘定として説明するのが
良い。私は，資産・負債増減の貸借反対記帳を所与とすれば，非営利簿記
をも等しく説明したいので（理論の経済性），正味財産勘定を主張するの
である。
特定勘定としての正味財産勘定が資産・負債の全勘定の相手勘定となる
ということを仕訳で示すと以下のようになる。
① 資産の増加 XXX ／ 正味財産の増加 XXX 
② 正味財産の減少 XXX ／ 資産の減少 XXX 
③ 正味財産の減少 XXX ／ 負債の増加 XXX 
④ 負債の減少 XXX ／ 正味財産の増加 XXX 
ここまでの議論で重要なことは．簿記は基本的に資産・負債アプローチ
を前提としていること，資産・ 負債のすべての勘定を統合する正味財産勘
定（企業会計においては資本勘定）を導入することである。
(4)複式簿記の形式に関する私論の応用
a 損益計算と複式簿記
／だ帳簿等が表示されるので一定の記帳ルールが守られていると信じやすい。しかし
それは幻想であろう。
9)単式簿記の定義を消極的に想定している。すなわち複式簿記でないものが単式簿
記である。
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営利企業簿記においては交換取引と損益取引の区別が重要である。また
正味財産勘定は資本勘定である。例えば資産同士の等価交換から損益は生
じないけれども．前節の仕訳における①と②の二仕訳が行われていると考
えて差し支えない。
例：手持現金100万円を普通預金に預け入れた。
⑤ 正味財産 100 / 現 金 100 
⑥ 普通預金 100 / 正味財産 100 
ここで⑤の正味財産を費用，⑥の正味財産を収益と認識しても（同額で
相殺されるので純額だけを問題にするなら）問題ないけれども，取引自体
に利益動機が欠如していることから，正味財産の増減計算を行う必要性も
ない。そこで，貸借の正味財産勘定への記録が相殺され一仕訳になる。
⑦ 普通預金 100 /現金 100
これに対して，資産同士でも不等価交換である損益取引の場合には，―
仕訳が原則どおり用いられる。
⑧ 正味財産
⑨ 現金
???? ?? ? ?
正味財産
100 
120 
この取引こそ企業目的を実現させる損益取引である。このことを明確に
するため，私たちは，⑧の正味財産の減少を費用すなわち売上原価と認識
する一方で，⑨の正味財産の増加を収益すなわち売上と認識する。先の等
価交換取引は同額で相殺されることから正味財産の増減取引をすべて損益
取引と認識しても損益の大きさは変わらない。その観点からは交換取引は
利益のない損益取引にすぎない。このような理解は組織目的に照らして簿
記の正味増減取引を意味づけるところから生じる。ただし，このように説
明する理論上の利益がないので一般には主張されないだけである。
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b 正味財産増減計算と複式簿記
非営利組織簿記においては定義上損益取引の概念がない。それにもかか
わらず正味財産が変動しうる。たとえば，企業の損益取引に対応するかも
しれない取引として，貯蔵品を消費する一方，提供したサービスの手数料
を受け取る場合を考えてみる。
⑩ 正味財産 100 / 貯蔵品 100 
⑪ 現 金 120 / 正味財産 120 
この⑩と⑪の正味財産を集計すれば期間における正味財産純増額が計算
される。ただし，非営利組織はこの正味財産純増減額の算定に関心がある
わけではない。むしろ，資金の増減の方に関心を示している。それゆえ，
上記二仕訳から二つの財務表を誘導しようとする。つまり⑪の資金取引に
おける正味財産増減を集合して資金収支計算書を，⑩の非資金取引におけ
る正味財産増減を集合して正味財産増減計算書を作成する。その際，資金
収支差額は正味財産増減の一部であるから，これを正味財産増減計算書に
振り替えれば，二つの財務表が一本化される。こうした仕訳は公益法人で
行われている。
c 収支計算と企業複式簿記
損益計算書と貸借対照表を誘導することで完結している企業複式簿記か
らキャッシュフロー計算書を誘導することはできない。あえて簿記記録か
らキャッシュフロー計算書を誘導しようとすれば二つの方式がある。
第一の方式はすべての勘定（財産に関する勘定と損益に関する勘定の双
方）を資金収支を伴うか否かが明確になるように二分することである。こ
の方法では，期末において，すべての収支連動勘定残高をキャッシュフロ
一勘定に振り替え，同額で元の勘定に振り戻すことになる。キャッシュフ
ロー勘定には二重の情報が蓄積されるからその一方を捨ててキャッシュフ
ロー計算書を作成すればよい。
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第二の方式は資金収支を伴う取引が発生するつど．通常の仕訳に加えて．
対照勘定を用いて備忘仕訳を行えばよい。ここでも情報は貸借二重に蓄積
されるので経済的ではないがキャッシュフロー計算書を誘導することはで
きる。
(5)複式簿記と会計
会計は簿記に対する制約要因である。とりわけ企業会計は財産計算たる
企業簿記を損益計算へ変換させるからである。つまり，財産変動を損益で
あると認識する財産志向から，損益発生を財産変動と認識する損益志向へ
の意識革命を起こすのである。会計が簿記処理に対して優位性を確立する
と，簿記は純粋に技術になる。簿記が技術であると理解できれば，大方の
関心は会計処理にシフトする。
以上が事実だとしても，複式簿記の本質が損益計算にあるという錯覚を
起こしてはならない。複式簿記は政府でも家計でも成立している事実を無
視することになる。こうした議論を成立させるのは理論家の怠慢である。
(6)教授内容と検定制度
複式簿記の本質論を展開することは学者の世界では重要であるとして
も，簿記を技術として習得しようとする者にとっては必ずしも重要ではな
い。彼らにとって重要なことは簿記の検定試験や簿記能力を試される国家
試験に合格することである。このことから検定試験対策が重視されると教
授内容も試験対策的になる。これには批判もある一方で，理論に関係なく
一定の手続き習得させうる利点を有する。
試験が教授内容に悪影響を及ぼすか否かは試験問題に依存する。いわゆ
る総合問題を数多く解いたからといって簿記の理解に悪い影響があるとは
思えない。おそらく問題となるのは断片的知識で対応できる問題ばかり解
いていて簿記一巡の手続きなどを理解しないままに終わることである。こ
れは初級水準である簿記検定試験3級に対する批判となる。やさしくても
68 (532) 第 49巻第 5 号
良いので簿記一巡の手続きを理解させる総合問題を出題することが望まれ
る。
(7)初学者への教授内容
簿記の教授内容を考察するには．簿記の既習者と未習者すなわち初学者
に二分しなければならない。既習者の場合には簿記の理解度に差があると
はいえ学習者はある程度簿記の考え方になじんでいる。これに対して初学
者には簿記の考え方を伝授していくという作業が不可欠となる。これに失
敗すると学習者は簿記が苦手になる。簿記教師の多くはこうした学習者を
生み出した経験を持っており，もっとも悩むところである。そこで．簿記
学会での研究においても私たちは初学者を対象とする研究にこだわった10¥
2 簿記の教授法
(1)教授者の認識
第一報告書21ページによると．教授者の考える「学習者の悩み」は以下
のとおりである。回答は127名から得られた自由記述（複数回答可）を分
類したものである。
．簿記の基礎概念が理解できない (25名）
・決算振替仕訳 (24名）
• 3分法の導入 (23名）
・仕訳の仕方 (23名）
. 8要素の関係 (22名）
以下，決算整理 (14名）．手形 (11名）．見越し・繰延べ (10名）．簿記
学習上の悩み (9名）．借方と貸方の意味 (9名）等と続く。
10)たとえば簿記になじめばなじむほど原価主義を主張するという仮説が証明できる
とすれば，時価的発想を有する簿記未修得者を原価的発想に切り替えさせるのは教
育効果であるといった議論が展開できる。
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(2)学習者の認識
第一報告書25ページによると，学習者自身が感じる「学習上の悩み」は
以下のとおりであった。回答は278名から得られた自由記述（複数回答可）
を分類したものである。
．悩みはない (62名）
・仕訳の借方・貸方 (41名）
．簿記学習上の悩み (22名）
・手形 (22名）
・B/S, P/Lの作成 (16名）
以下，勘定科目が多い (14名），指導方法が良くない (9名），記帳の仕
方 (9名），用語の意味がわからない (7名）等と続く。
以上の悩みをより具体的な項目で回答してほしいと質問したところ，簿記
全般 (30名），手形 (30名），決算 (20名），精算表 (17名），本支店会計 (13
名），工業簿記 (13名），社債 (10名），特殊商品売買 (7名）等と続く。
こちらの質問でも学習者にとって手形の理解が困難だということが良く分
かる。
前項と本項を対比してみていくつかの論点が浮かび上げる。教授者は複
式簿記の基礎概念と簿記手続きの構造が学習者の苦手項目であるという理
解が一般的である。学習者はより具体的であり，仕訳の借方・貸方が分か
らない， どうして勉強すればよいか分からない，取引のイメージがわかな
い，手形が分からない． と訴えている。悩みがないと答えた学習者は「問
題を繰り返し解く」ことにコツがあると回答している。
以上から，教授者は自身がいだいている理論的な重点項目に加えて，簿
記学習のコツがつかめない学習者を誘導してやり，学習者が経験を有しな
い取引のイメージがわくような説明をしてやらなければならない。しかも，
別の質問で，圧倒的多数の学習者が「簿記は理屈よりも練習が大事」であ
ると回答している。このことから，教授者に対しては「理屈抜きで簿記の
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全体像や取引イメージを理解させるための練習問題を作ること」．あるい
は「学習者に苦手意識を持たせないように簿記の全体像や取引イメージを
説明すること」という課題が突きつけられることになる。
(3)認識の正誤
前項のような整理は私たちが始めて行ったものではない。多くの先人た
ちも同時代の簿記教師も納得するような回答であろう。私たちもそのよ
うな結果に一応は納得した。しかしこのようなアンケート結果で簿記教育
の問題が明らかになるかどうかに不安を覚えた。つまり部会メンバーの討
論においても学習者のイメージとそれに基づく教授上の信念が実に多様な
のである。端的に言えば，教授者は学習者に対する思い込みで教授してい
る可能性を否定できないということである。
私たちは教授者や学習者が持つかもしれない思い違いを明らかにできな
いかどうかに関心を寄せた。そこで，簡単な試験問題を実施し，各問の正
解率と先のアンケート結果をつき合わせることにした。これを「認識の正
誤アプローチ」と名づけた。教育研究論としてはまだまだ改善余地の大き
いアプローチであるが，議論を前進させるための有効なアプローチである
との合意に達したのであった。
その結果以下のようなことが分かった。
• 高校・大学を通して教授者も学習者も手形が苦手だと認識されてい
るにもかかわらず，手形の問題の正答率は悪くなかった。
・高校と大学に分けて詳細に分析すると興味深い傾向が出てきた。す
なわち，高校では教師も生徒も簿記の基礎概念は習得困難だと認識
されていないにもかかわらず，基礎概念にかかわる問題の正答率は
低いという結果がでた。逆に大学ではそれら項目が習得困難である
と認識されているにもかかわらず正答率は高かった。
認識の正誤アプローチは私たちに新鮮な知見をもたらしてくれたが，こ
うした結果が生まれたのは偶然ではないかという疑問も残る。つまり試験
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問題の 1問ごとに理論仮説がないからである。試験問題を変更すれば異な
る結果になるのではないかという不安が残るのである。最初の調査から 4
年近く経過しているので再度このアプローチを実行してみる必要があると
考えている。
(4)教育評価論への展開
アンケートと試験結果をつき合わせながら学習者の弱点を特定していく
過程で新たな議論が巻き起こった。結局のところ学習者の理解は教授者の
教授能力に依存するのではないか，私たちのアプローチは重大な欠陥を有
するのではないかという疑問が起きたのである。これは調査の方法をコン
トロールして，教授者の違いが理解度の違いをもたらすかどうかを実証し
なければならない。
しかし，学習効果に影響するかもしれない事柄について統制を効かせて
実験することには倫理的反発もあり中々実施しがたい。せいぜいできるこ
とは，教授法の大きく異なるクラスの比較で学習への効果を推定すること
くらいである。つまり，学習者の効果を考えながら工夫を凝らした講義を
したクラスと，学習者の自発的学習に依存したクラスなどが比較対象とな
る。もし，これらから説得力ある差が見出しえたときは，いわゆるFDの
議論の対象となる証拠が得られたことになる。こうした問題を追及すると，
私たちは教授者の評価論へと論点を移していくことになる。教授法の評価
は今後重要になるかもしれないが，私たちの当面の課題ではない。
これに対して，もうひとつの方法は教授者が直接に学習者と接しない e
ラーニングにおいて，異なる学習メニューを自発的に選択させ，その学習
効果を比較することである。こちらは倫理問題を起こすこともなく， eラ
ーニングのコンテンツ改善にもつかがることなので実行可能な方法であ
る。ここに至り，簿記の教授内容の議論がようやく eラーニングと接する
ことが確認できるのである。
つまり教授内容が同じであるにもかかわらず教授者によって学習効果に
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バラつきがでるという対面型授業の問題点の一部を eラーニングが解決で
きるとすれば，私たちが取りうる選択肢は二つある。第一は教授者の個性
を排除して教授法を統一することである。第二は逆に教授者の個性を押し
出して多数の教授法の中から学習者に選択させることである。私は後者の
支持者である。理由は対面型授業にも多くのメリットがあるが教授者を学
習者が選択できないためその教授法が学習者にあわないときは学習効果が
出ないというデメリットがあるが， eラーニングならそのデメリットを克
服できる。私はこれを電子寺子屋と呼んでいる。学習者は好きな師匠を探
せばいいのである。
3 簿記の教育環境
(1) eラーニングの定義
簿記学会の第二報告では eラーニングを主テーマにした。そこでは「コ
ンピュータネットワークやマルチメデイア技術による学習である」と一般
的な定義を置いている（第二報告書4ページ）。この定義においては時間，
空間，双方向性の 3つの基準を満足するかしないかの組み合わせから識別
される 8通りの教育システムの大方の類型（表1の類型 1から類型6まで）
をカバーしている。
(2) eラーニングの特徴
私は第二報告の分類とは異なり，双方向性を外し，教授者からの解放を
加えた 3つの制約からの解放をもって eラーニングの特徴と考えたい。そ
の理由は，伝統的な対面型授業においてこそ双方向性が重要な特徴であるか
らである叫双方向性に重きが置かれるのは， eラーニングが出現する以
前の通信教育などの伝統的遠隔型授業との相違を強調する点にある。した
11)類型8の例示は形式的に過ぎる。むしろ質問を受付けない講演会などが該当する。
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表1 教育システムの諸類型
時間か 空間か
双方
類型 らの解 らの解 想定される教育システム
放 放
向性
1 ゜゜ ゜理想的な eラーニングシステム2 ゜゜
X 
ビデオ学習またはオンライン学習型・自学自習型シス
テム
3 ゜
X 
゜
教室設備を利用した eラーニングシステム（質疑応答
可）
4 ゜
X X 
教室設備を利用したeラーニングシステム（質疑応答
不可）
5 X ゜゜ 遠隔地教育リアルタイムシステム6 X ゜
X TV教育番組，放送大学
7 X X ゜通常の教場での授業（質疑応答可）8 X X X 通常の教場での授業（質疑応答不可：教員からの一方通行）
がって，双方向性という要素は決定的に重要ではない。それに対して，特
定の教授から解放されることの意義は，時間や空間からの解放と同程度の
意義を有すると考えられる。科目担任制が採用される場合には登録学生の
側にクラス変更の自由度は低いのが通常である。
以上要するに， eラーニングの特徴は，時間からの解放，空間からの解
放教授者からの解放の 3点にある。これとの対比で表現すれば，伝統的
な教室における授業は，時間の制約，空間の制約，教授者の制約の 3点の
特徴を有する点で対称的である。
時間からの解放は，時間割に拘束されない自由な学習を可能にするメリ
ットがある。このメリットは勤労者が空き時間を見つけて学習したいとい
う要求に応えうる新たな学習機会を提供する。空間からの解放は，学習地
を特定しない自由な学習を可能にするメリットがある。このメリットは大
学などが近辺にない地域の人々に新たな学習機会を提供する。教授者から
の解放は，担任者に拘束されないで自由に教師を選択できるメリットや，
とりわけ担任者の個性を意識せずに学習できるメリットがある。このメリ
ットは，学習者に教授選択の機会を提供し，場合によっては精神的負荷の
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軽減を可能にする。前項の図表と同じく，これら 3要素の組み合わせから
8種の類型を識別しうるが，部分的に制約のかかったeラーニングをここ
で議論しても生産的ではないので．理念型の言及にとどめる。
(3) eラ＿ニングの効果
第二報告では，前項に示した制約からの解放以外に，検索システム等の
発達による効率的学習学習に合わせた同時受験・自動採点，学習履歴の
保存他の類型と比較してのコスト減，適時の参照などのメリットを掲げ
ている (5ページ）。一方，教室での授業と比較しての迫力のなさ，双方
向性における劣位性，メンタルなサポートの欠如，教師や友人との交流の
機会がないための挫折の可能性，初期投資のコスト，論述問題の採点の困
難性などデメリットも掲げている（同）。
私はこれらのメリット・デメリットに加えて，以下の諸点を指摘したい。
第ーは個性ある教授法で伸びなかった学習者の理解度を増す可能性であ
る。このことが可能になるには教授者の個性を排除するために理想的には
教授者集団が偏りのない標準的なコンテンツを作成するのでなければなら
ない。こうした環境では易しい問題や検定試験の頻出問題を繰り返し解答
させるタイプのコンテンツが採用される可能性がある12)。
第二は個性豊かな教授法であるがゆえに学習者の理解度を増す可能性が
ある。伝統的な講義では限られた範囲内での自由選択か連により相性のあ
う教師と巡りあうかもしれないが，一般的特徴とはいえない。これがイン
ターネット下では多数のコンテンツ開発者が競合すれば個性豊かなコンテ
ンツが学習者に提供される環境を生むことになる。この環境では，学習者
の意欲と学習案内の充実が必要ではあるが，個性豊かなコンテンツを経験
12)第一報告及ぴ第二報告のメンバーのうち福浦幾巳氏（中村学園大学）．岸田賢次
氏（名古屋学院大学）．小津稚加子氏（九州大学）の開発したコンテンツはこの種
のコンテンツである。すなわち．コンテンツが標準的な解説や問題．検定試験の過
去問からなる。
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することにより，一人一人の要求に合致した学習が可能になりうる13)。仮
想空間上にこうしたコンテンツが大量に展開される場合には，教授者は独
自の教育方針を貫くことが出来る。それに共感した学習者が訪問してくれ
るからである。教育の理想である少人数教育のメリットを生かした電子寺
子屋が実現しうるのである。
第三に，解説や試験問題の学習履歴や用語等関連情報の参照履歴から学
習行動を記録できる。このことは重要である。学習者にとっては自己の行
動が明確になるので未修得項目が課題として示されるなど学習進度の理解
も増す。教室授業と平行させた場合の担任者は，予習・復習管理が可能と
なり，伝統的な教室授業の欠点を補うことが可能となる14)。
以上3つばかりメリットを掲げたが，既存の教育とまったく接点を持た
ないeラーニングもありうるけれど，既存の教育と連携した eラーニング
の利用形態は多様でありうる。伝統的な教科書とWEB上のコンテンツ，
双方向性を生かした学習者の声，教室や教室以外のセミナー，更にはTV
番組の提供など複合型教育が可能だし，そこでの教材は常に更新される「進
化するテキスト」となりうる。これを既存の大学が取り組まない場合には，
日本においても仮想大学かつ営利大学が多数開設されると予想される。
他方， eラーニングにもデメリットがある。基本的は学習者に便宜を供
用しすぎる点から問題が発生する。伝統的な簿記教育においては，紙と鉛
筆とそろばん（電卓）を使って問題を解くことにより体で覚えるというこ
とがしばしば強調されてきた。インターネットによる eラーニングが一般
化すれば，簿記のどういう能力が劣り， どういう能力が開発されるのか私
13)内容が標準的であっても教授者が画面に登場する場合にはこの類型に含めてよ
い。研究メンバーでは松本敏史氏（同志社大学）のコンテンツに同氏がビデオ出演
していた。
14)関西大学でもこうした授業支援システムが複数稼動している。そのうち私は冬木
正彦氏が開発し指導しているCEASを利用した現代GPプロジェクトで2種類の予
習・復習支援のコンテンツを開発中である。一方は個性を出さないコンテンツ（簿
記初学者用），他方は個性豊かなコンテンツ（簿記既習者用）を想定している。
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たちには分かっていない。しかし，パソコンの普及により漢字が書けなく
なったという指摘や，電子辞書の普及により伝統的辞典からの職人技的な
用語検索ができなくなったという指摘があり，これが私たちの脳のどの部
位の退化をもたらし，そのことから思いもよらない能力低下を引き起こし
ているかも知れないのにそのメカニズムは十分に分かっていないようで
ある。簿記の学習法の変化もそのような影響をもたらす懸念はある。
4 eラーニングに対する学生の意識
(1)質問内容
2003年11月14日に関西大学商学部の会計学概論（主に 1年生）の授業に
おいて eラーニングに関する簡単なアンケートを行った。回答者数は215
名，質問内容は次の表2の通りである。
表2 Eラーニングに関するアンケート（関西大学）
2003年11月14日 2時間目（会計学概論）実施 担当者柴健次
IT社会の定着とともに，これからEラーニングが普及してきます。関西大学でも教
育の改善のためEラーニングの開発を視野に入れる時期が来ています。そこでお尋ね
します。該当するものを丸で囲むか．記述してください。
Ql「Eラーニング」という言葉を聞いたことがありますか？ はい，いいえ
● ここで簡単な説明をします。＜と言ってから Eラ＿ニングの説明をした：柴注＞
Q2 勉強は各自の心構えの問題だから「Eラーニング」に効果はない。 はい．いい
ぇ
Q3 心構えの問題とは関係なく「Eラーニング」に効果を期待したい。 はい．い
いえ
Q4 簿記や会計の学習に関して「Eラーニング」はどのような形態がいいですか。
① 講義 ②問題集． ③試験． ④その他（具体的に ） 
Q 5 Q 4の各形態ともこれまでの教室における講義や紙ベースの学習書にない機能
をつけることができます。気に入ったものに丸をつけてください。（いくつでも）
①映像付．②音声付．③辞書機能付．④自動採点付．⑤その他（具体的に ） 
Q6 「Eラーニング」の利用形態で望ましいのはどれですか。
①教室の講義の補助教材として授業中に利用する
②教室の講義の補助教材として教室外で利用する
③自習用にCD等の記憶媒体によって利用する
④自習用にインターネットを通じて利用する
Q7 簿記の学習項目のうち何が理解しがたいですか。記述してください。
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Q8 会計の学習項目のうち何が理解しがたいですか。記述してください。
Q9 Q7とQ8に関連してお答えください。どのような項目が「Eラーニング」の
中に含まれればよいと思いますか。
QlO 技術的な制約がないとして，どのような学習機器（手段）があればうれしいで
すか。
(2)回答結果
この調査では，表3に要約したとおり， eラーニングという言葉を聞い
たことがある学生が15%, 聞いたことが学生85%であった。しかしいずれ
の質問に関しても両集団に差異がないことが確認できた。学生たちは， e 
ラーニングには効果があると期待している {Q2とQ3)。利用形態として
は講義や問題集が多く (Q4), 付加機能に関してはどれも等しく要望し
ており (Q5), さらに，教室での授業補助としての利用ないし自宅学習
に適していると考えられている (Q6)。
表3 eラーニングの認知度と学生の意識
Ql 
質問 選択肢 eラーニングという言葉を eラーニングという言葉を 回答者全員
聞いたことがある 32: 名 聞いたことがない 183名
Q2 はい 7 66 73 
いいえ 24 117 141 
Q3 はい 25 164 189 
いいえ 7 18 25 
Q4 ① 11 78 89 
② 20 92 112 
③ 1 8 ， 
④ 3 4 7 
Q5 ① 18 121 139 
② 10 95 105 
③ 30 148 178 
④ 22 99 121 
⑤ 1 2 3 
Q6 ① 8 81 89 
② 6 32 38 
③ 5 28 33 
④ 13 52 65 
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簿記の苦手な項目としては，圧倒的に精算表であった (67名， 31%)。
これは簿記学会の教育部会の調査には出て来なかった項目である (Q7)。
精算表が突出したのが関西大学固有の理由によるものか，精算表＝基本構
造との解釈にたっての一般的傾向かは判定の方法がない。なお， Q8とQ
9は会計の講義に関する内容か，それを含んでいるので，簿記の要素のみ
を抽出できないので本稿では分析から省略する。
QlOの回答から未来の学習機器の予想図を描きたかったが，回答のほと
んどが現在存在する機器や機能ないしは近い将来においては実現しようの
ない機器であったことから．予想図は描けなかった。しかし．私の質問意
図とは関係なく回答してくれた内容から重要なことが確認できた。
・いつでもどこでも分からないことを教えてくれる機器に対する期待
が大きいこと。
・いつでもどこでも利用できる小型の機器に対する期待が大きいこ
と。
・大学に対してパソコンとインターネットの設備の充実を望む声が大
きいこと。
・抽象的表現だが，教授者からの解放願望と教授者への接近願望が相
半ばすること。
5 外からの要請と簿記の変化
(1)普遍的な増減簿記
会計ビッグバンはあっても簿記ビッグバンはまだない。複式簿記で対応
できない会計の変化が起きていないことが理由であろう。複式簿記の強み
は，増減記録以外の記録が要請されていないこと，記録対象の拡大は勘定
科目の増設で対応可能なこと．不等価交換ないし一方的価値変動は正味財
産勘定が吸収しうることなどであろう。
複式の発想が記録対象の増減記録から生じたものであれば複式簿記はN
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式簿記の特殊形態ではなくて，普遍的増減簿記である。増減以外の第三要
素が求められない限り増減簿記の発想に変化は生じない。一方，増減記録
に限定するならば単式簿記も増減簿記である。つまり増減記録を簿記の任
務とするならば複式簿記と単式簿記に本質的差異はない。
(2)将来キャッシュフローの記録
簿記の対象が基本的には過去から未来に向かって続く企業のキャッシュ
フローであるとすれば，これまでの簿記は過去のキャッシュフローを記録
してきた。現在，場合によっては，将来のキャッシュフローが資産・負債
の評価額を決定するという経路で期末時に割引現在価値額が帳簿に反映さ
れる可能性が出てきた。しかし，それでも将来キャッシュフローを将来の
日付で記帳するところまでは進んでいない。
現時点における将来キャッシュフローは予測の精度の点で濃淡があるも
のの未実現である点で共通性がある。未実現キャッシュフローは時の経過
と共に現在のキャッシュフローになり記録される。この予測のキャッシュ
フローを記帳しても日付を管理すれば現在までのキャッシュフローと峻別
可能なのであるから，将来キャッシュフローを記帳してもなんら不都合は
生じないはずである。その際，契約により確定している将来キャッシュフ
ローとそれ以外のキャッシュフローを峻別できれば，現行の会計基準の要
請による資産・負債の評価に資するデータも提供できる。
(3)表示の技術革新
勤勉な技術者のたゆまぬ努力があるときー大革新につながる可能性もあ
る。銀行のクラークの勤勉な仕事ぶりがユーロダラーを生み出したように。
簿記の変化を予感させる技術革新がXBRLである。この言語はデータと表
示を自在に組み合わせる革新的言語である。現在の財務報告に慣れ親しん
だ人々に理解可能な形式で関連付けしたデータを表示することも可能だ
し，必要とあれば新しい形式での表示も可能である。
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ここで重要なことはXBRLでデータベースの構造である。私にはこのデ
ータベースが普遍簿記としての増減簿記であるように思える。それを複式
簿記だと理解したい人にはそのように見えるし，単式簿記だと理解したい
人にはそのようにも見える。否，誰にもデータベースは見えないのである。
(4)新しい簿記の可能性
以上，要するに増減記録に徹すること，将来キャッシュフローを取り込
むこと，表示技術がデータベースからの情報誘導の基礎になることにより．
伝統的な複式簿記はその特殊性を失っていくように思える。それでも失わ
れないものは， 目に見えない概念上の計算構造である。簿記に規律を与え
る計算構造，あるいは現時点の計算構造の中身を特定している会計基準が
より重要なのであるから，社会的要請である会計情報を生み出すことがで
きれば，簿記はより広範なデータベースに進化しうる。この現在進行形の
技術革新を伝統的な簿記教育はカバーできていない。
おわりに
本稿では簿記教育を教授内容と教授法に二分して論じる必要性を強調し
た。教授内容は残在までのパラダイムでは複式簿記の意義と構造であろう
と思われる。ところが技術革新が進むと複式簿記は普遍簿記としての増減
簿記の一種だと理解されるようになるのではないかと予想される。その場
合であっても簿記の社会的意義は損なわれない。
一方，教授法は教授内容の伝達手段であり本来的に可変的である。 eラ
ーニングの普及を目の前にして，この技術は何をもたらすのかを考察して
みた。私には eラーニングの特徴は時間と場所と教授者から学習者を開放
する点にあると見える。その特徴を生かすと，教授者の個性に影響されな
い学習法と， まった＜逆に多数の教授者の中から自由に選択可能な個性豊
かな学習法とが生まれる。学習者に対する簡単なアンケートを通じてもこ
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の両極の期待が確認できる。
関西大学のCEASは予習・復習支援システムとして活用すると教授者の
個性的教授を維持したままに．一定程度は教授者から解放された学習環境
が用意される。こうした利用環境は理念型のeラーニングではない。しか
し．教授者から離れることに不安を持つ学習者にとっては有効な手法であ
るかもしれない。現代GPで50本のコンテンツを生み出す計画の冬木プロ
ジェクトがこの手法の有効性を実証するだろう。
付記：本論文は， 2003年度関西大学学術研究助成基金による奨励研究であ
る。
以上。
